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小特集＝科学・技術・イノベーション政策

動学的環境におけるプロダクト●イノベーション
　　　　　　　　　　　　　　　　　＊政策評価に係わる試験的な分析

五十川大回D・大橋弘2’

　本論文では，我が国における民間部門のプロダクト・イノベーションの特性を概観した後，その特

性を捉える動学的な推定モデルを紹介する．既存の調査結果のうち，イノペーシ。ン活動に伴う波及

効果が存在することを示す結果をいくつか取り上げ，政策的な介入，とりわけ補助金付与の持つ役割

に着目をし，その政策がイノペーシ。ン活動に与える影響を定量化するための新しいフレームワーク
を提示する．

JEL　Classification　Codes：C73，　L13，038

1．はじめに

　イノベーションに係る活動にはある種の波及

効果が存在するために，イノベーション活動を

行う主体はその活動から得られる成果を専有で

きないという指摘がArrow（！962）をはじめ多

くの研究者によってなされてきた．一般的にイ

ノベーション活動を行う企業にとっての外部性

として，他企業や他産業への技術的な波及効果

が指摘されており，シリコンバレーなどにおけ

る集積効果がぴとつの典型的な例として挙げら

れる．こうした技術的な波及効果の存在は，企

業の参入や退出を促し，市場における競争を活

性化させる側面も存在するため，イノベーショ

ン活動が生み出す外部性が存在するのか否かは，

政策的な観点からも重要な関心事項となりうる

だろう．

　本論文ではまず，イノベーション活動に波及

効果が存在するか否かという点を念頭に置きな

がら，我が国における民間部門のプロダクト・

イノベーションの特徴を概観する．Mairesse

and　Mohnen（2010）が指摘するように，イノベ

ーションの実証研究において伝統的な指標であ

る研究開発支出額や特許数，論文数から企業の

イノベーション活動を捉えることはしばしば困

難である．本論文では，こうした指摘を踏まえ，

近年我が国で実施されたイノベーション調査の

結果を参照することで，プロダクト・イノベー

ションに係る活動について新しい角度から分析

を試みる．

　民間部門のイノベーション活動に波及効果が

存在する場合，政策的な介入が正当化される可

能性がある．本論文では，そうした政策的な介

入の中でも補助金の役割に着目し，補助金がイ

ノベーション活動に与える影響を定量化するた

めのフレームワークを提示する．この分析枠組

みは，企業の参入や退出を内生化した動学モデ

ルの構築と構造推定・シミュレーションとから

構成される．動学モデルに関しては，マルコフ

完全均衡の下での企業の戦略的なイノベーショ

ン活動とそこからの波及効果を定式化する．な

お，企業の参入や退出を明示的に取り込んで，

イノベーション活動に係る政策評価を実証的に

試みた研究は筆者が知る限り過去に存在しな
い3｝．

　本論文は次のように構成される．第2章で我

が国における近年のイノベーション調査の結果

から，民間部門のプロダクト・イノベーション

の特徴について概観する．とりわけ，イノペー

シ。ン活動に波及効果が存在するかどうかが関

心の対象である．その後，第3章で企業のイノ

ベーション活動に補助金政策が与える影響を定

量化するためのフレームワークを提示する．民

間企業の戦略的相互関係とプロダクト・イノベ
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一ションにおける波及効果を含んだ動学的なモ

デルを構築したあと，モデルに基づいた定量評

価の手続きについて概観する．第4章は結論で

ある．

2．我が国におけるプロダクト・イノベーション

　我が国のイノベーション活動の主軸を担う民

間企業の動向を定量的に把握することを目的と

して，「第2回全国イノベーション調査」が

2009年に文部科学省科学技術政策研究所によ

って実施された4）調査は2006～2008年度の3

年間における企業活動について回答を得ている．

本章では第2回全国イノベーション調査の結果

を踏まえて，我が国の民間企業におけるプロダ

クト・イノベーションの特徴を紹介したい51．

2．1プロダクト・イノベーションの実現状況

　調査では，企業のイノベーション活動を「革

新的な製品・サービスまたは業務の改善を目的

としたプロセスの開発に必要とされる設計，研

究開発，市場調査などの取り組み」と定義し，

プロダクト・イノベーションとプロセス・イノ

ペーシ。ンをその基本的な成果としている．本

論文で着目するプロダクト・イノベーションの

定義は下記となる．

プロダクト・イノベーション

　新製品あるいは新サービスの市場への投入と

して定義される．新製品あるいは新サービスに

は，機能・性能・設計・原材料・構成要素・用

途を新しくしたものだけではなく，既存の技術

を組み合わせたものや既存製品あるいは既存サ

ービスを技術的に高度化したものも含まれる．

ただし，製品あるいはサービスの機能面や使用

目的が既存のものと変わらない単なるデザイン

のみの変更，他社製品・サービスの単なる販

売・提供は含まれない．

　ここで留意すべき点は，「新製品あるいは新

サービス」の定義が当該企業にとって新しいこ

とを求めるものであり，必ずしも当該企業が活

動する市場にとって新しいことを意味しないこ

研　　究

とである．調査に回答した企業4，579社のうち

3L4％に該当する1，440社がプロダクDイノ

ベーションを実現している。規模別6）には，小

規模企業で189％，中規模企業で25．6％，大規

模企業で41．2％となっており，企業規模が大

きくなるほどプロダクト・イノベーションの実

現割合が高くなっている．

　次に，プロダクト・イノベーションの中でも，

当該企業が活動する市場にとって新しい製品・

サービスの投入に着目する．以下では，市場に

とって新しいプロダクト・イノベーションを，

画期性のあるイノベーションと呼んで区別する

こととする．画期性のあるプロダクト・イノベ

ーションを実現した企業は632社であり，全体

の138％となっている．プロダクト・イノベ

ーションを実現した企業のうち画期性のあるイ

ノベーションを実現した企業の割合は，企業規

模を問わず4割程度となっている．

2．2　プロダクト・イノベーションと売上高

　次にプロダクト・イノベーションにおける画

期性の有無が経済的なアウトカムとどのように

結びついているのかについて論じたい．画期性

のあるプロダクト・イノベーションはそれだけ

市場に与えるインパクトが大きく，市場に属す

る企業の収益に対して強い影響を与えることが

想定される，本節では，プロダクト・イノベー

ションから得られる売上高に着目することによ

って，イノベーションを実現した企業における

売一ヒ高との相関関係について議論する．なお市

場内の競合他社への影響については聖節で取り

一上げる．

　画期性のあるイノベーションを実現した企業

について，イノベーションからの売上高の平均

が55億8600万円であるのに対し，画期性のな

いイノベーションを実現した企業の売上高の平

均は30億400万円となっており，画期性が当

該企業の売上高上昇に結びついている点が示唆

される．図1は画期性の有無で別々にイノベー

ション売上高をボックス・プロットしたもので

あるP，長方形の上端・下端がそれぞれ75％・

25％分位点に対応しており，長方形内の点線
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図1，画期性とイノベーション売上高

　0
　　　　　　　市場新規性のある
　　　　　　プロダクト・イノベーション
　　　　　　　　（中央値＝196）

出典）　西川・五十川・大橋（2010）．

は中央値を示している．中央値をみると，画期

性のある場合は1億9600万円，ない場合は！

億6400万円となっており，画期性を有するイ

ノベーション売上高が大きいという傾向は，中

央値で見ても支持されている．三位点ごとに見

ていくと，75％分位点について画期性のある

方が上方に位置している点が目に付く．この結

果は，画期性のあるプロダクト・イノベーショ

ンが「当たれば」大きな売上を当該企業にもた

らす可能性を示しているといえる．

2．3　プロダクト・イノベーションと波及効果

　イノベーションを実現した企業の技術が他企

業に波及する可能性は，Arrow（1962）をはじ

め多くの研究者によって指摘されてきた．本節

では画期性のあるイノベーションが市場内の競

合他社に与える影響，つまり波及効果に焦点を

合わせて議論したい．

　図2はプロダクト・イノベーションを実現し

た企業から他組織への技術の移転方法を手段別

にまとめたものである．丸い（0）マーカーは画

期性の有無声に，技術提供を行った企業の割合

について比をとったものである．一方，バッ印

（×）のマーカーはプロダクト・イノベーション

からの売上高の大小8）によって，技術提供の割
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　　　　　　　　　　　　　合の比をとったもの

　　　　　　　　　　　　　である．イノペーシ

　　　　　　　　　　　　　ョン売上高の大きい

　　　　　　　　　　　　　プロダクト・イノベ

　　　　　　　　　　　　　ーションについては，

　　　　　　　　　　　　　ライセンシング契約

　　　　　　　　　　　　　の締結での技術提供

　　　　　　　　　　　　　が比較的多くなって

　　　　　　　　　　　　　いる．他方で画期性

　　　　　　　　　　　　　のあるプロダクト・

　　　　　　　　　　　　　イノベーションに関

　　　　　　　　　　　　　しては，オープンソ

　　　　　　　　　　　　　ース化・やコンソーシ

　　　　　　　　　　　　　ァム（共同研究組合）

　　　　　　　　　　　　　への参加を通じた技
　市場新規陸のない
プロ i戟癌㌫シヨン　　　　　術提供が多くなって

　　　　　　　　　　　　　いる．ライセンス契

　約と異なり，オープンソース化やコンソーシア

　ムの参加は技術を提供する企業が内部化するこ

　とができない技術的な波及効果を生み出してい

　ると言えるだろう．なおこの点は，画期性のあ

　るイノベーションを実現した企業が，自社技術

　を他社に積極的に提供・共有することで，技術

　のデファクト・スタンダード化を図っていると

　いう仮説とも整合的である．

　　では，波及した技術は他企業にどのような影

　響を与えるのだろうか．この点を見るために，

　取得された技術がプロダクト・イノベーション

　のアウトカム（画期性とイノベーション売上高）

　にどのように繋がっているかを調べた．図3は

　企業が他組織から取得した技術について手段別

　にまとめたものである．図2と同様に丸いマー

　カーが画期性の有無，もう一つのマーカーがイ

　ノベーション売上高の大小に対応している．結

　果を見ると，画期性に関しては技術取得の各方

　法と特に強い関係は見受けられない．他方で，

　イノベーション売上高に関してはうイセンシン

　グ契約の締結やコンソーシアムへの参加で大き

　な差が付いている．

　　波及効果という文脈では，特にコンソーシァ

　ムへの参加がイノベーション売上高と関係して

　いる点が注目に値する．図2より，画期性のあ
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図2．実現したイノベーションの技術を提供する手段
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ライセンシング　オープンソース　　コンソーシアム　アライアンスの

契約の締結　　　技術の利用　　　　への参加　　　　　実施

るプロダクト・イノベーションは，オープンソ

ース化やコンソーシアムへの参加を通じて技術

提供が行われる傾向にあり，画期性のあるイノ

ベーションを実現した企業から波及した技術が，

コンソーシアムへの参加を通じて他企業に波及

し，イノベーションからの売上高を高めている

という関係を示唆していると見ることもできる

かもしれない．すなわち，画期性のあるプロダ

クト・イノベーションについては，コンソーシ

アムへの参加による技術取引を通じて，正の波

及効果が生じているとの解釈ができるだろう．

2．3．1イノベーション活動の戦略性

　我が国における民間企業のプロダクト・イノ

ベーションには，技術的な

波及効果という形で，正の

外部性が存在する可能性を

指摘した．理論的には，こ

の波及効果を踏まえて，企

業のイノベーション活動は

戦略的に行われることがあ

る（Vives，2009）．つまり，

当該企業がイノベーション

活動を実施するか否かを決

定する際に，競合他社が画

期性のあるプロダクト・イ

ノベーションを実現してい

るか否かに影響を受ける．

競合他社の画期的なイノベ

ーションによって当該企業

がイノベーション活動を実

施しやすくなるための条件

（いわゆる異時点間におい

て戦略的な補完性が生じる

ための条件）は，イノベー

ション活動を実施すること

で得られる期待便益が競合

他社のイノベーションによ

って高まることに依存する．

以下で議論するように，技

術的な波及効果の存在はイ

ノベーション活動による期

待便益を高めることに寄与することが分かる．

　図2と図3では，コンソーシアムの参加を通

じて，画期性のあるプロダクト・イノベーショ

ンの成果が波及する．この点を考慮すると，競

合他社が画期性のあるプロダクト・イノベーシ

ョンを実現した場合には，積極的にイノベーシ

ョン活動を行うことによって，コンソーシアム

を通じた波及効果の恩恵を享受できる可能性が

ある．したがって，競合他社がプロダクト・イ

ノベーションを実現した場合にイノベーション

活動を実施しやすくなるという戦略的な関係を

含意する．

　調査結果からは，この点に関して直接的に示

唆を得ることができる．調査は「競合他社がプ
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ロダクト・イノベーションを実現した場合にど

のように反応するか」という仮想的な状況に関

する質問（問279りを含んでおり，その調査結果

をまとめたものが図4である．この図は競合他

社がプロダクト・イノペーシ。ンを実現した場

合の反応について経済状況別にまとめたもので

ある．具体的には，「イノベーションのプロジ

ェクトを立ち上げる」，「研究開発費を増額す

る」，「研究開発費を減額する」と回答した企業

の割合をプロットしている．これらの項目は企

業のイノベーション活動と密接に関連している．

　景気が良い時期については，3分の1面一ヒの

企業がイノベーションプロジェクトの立ち一ヒげ

や研究開発費の増額を行う一方，研究開発費を

減額する企業は3．4％と極めて少数になってい

る．この結果は，技術的な波及効果を享受する

ために，競合他社のプロダクト・イノベーショ

ンに対して積極的にイノベーション活動を実施

していることと整合的である．他方，景気が悪

い時期に関しては様相がやや異なっている．イ

ノベーションプロジェクトを立ち．ヒげると回答

した企業数は2α4％と少なくないが，研究開

発費については減額すると回答した企業が増額

すると回答した企業を大きく上回っている．こ

の結果は，景気が悪い時期においては正の波及

効果が十分に働かないことを示している．

介入が適切に行われているか，

れていない場合にどのように見直すべきか，

いう点は定量的に検証すべき課題である．本項

では，まず現状の公的支援が画期性のあるプロ

ダクト・イノベーションとどのように結びつい

ているのかをその相関関係から確認したい．

　プロダクト・イノベーションを実現した企業

に対して，公的助成の受入の有無と画期性のあ

るプロダクト・イノベーションの関係を規模別

にまとめたものが図5である．図より，中規模

以上では公的助成を受けた方が画期性のあるプ

ロダクト・イノベーションを実現した割合が高

い．したがって，これら企業については，公的

助成によって画期性を有するプロダクト・イノ

ベーションの供給が押し上げられており，イノ

ベーションの過少供給が多少なりとも解消され

ていることを示唆するような結果となっている．

他方，小規模に属する企業については，公的助

成と画期性のあるプロダクト・イノベーション

の供給との問の相関関係は見て取ることはでき

ない10）．

　プロダクト・イノベーションに技術的な波及

効果が存在し，公的な財政支援が中規模以上の

企業のイノベーション活動を促進することと整

合的な結果が上記から見て取れる．しかし，サ

ーベイ調査からの結果は，政策効果を因果関係

として捕らえることはできない点に注意が必要

である．次の章では，本章にて議論したイノベ

ーション活動についての波及効果と戦略的な関

　　　　　　　　　　　　245

2．4　プロダクト・イノベーショ

　　ンと政策介入

　画期性のあるプロダクト・イノ

ベーションに正の波及効果が存在

する場合，企業の私的インセンテ

ィブだけではイノベーションの実

現が過少になることが知られてい

る．プロダクト・イノベーション

が，社会的にみて最適に供給され

るためには，波及効果の分だけ過

少となりがちな民間による供給に

対して，政策的な後押しが必要と

なる．しかしながら，現状の政策

　　　　　　　　また適切に行わ

　　　　　　　　　　　　　　と
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中規模

係を取り込んだ構造モデルを提示することによ

って，イノベーション活動に係わる政策の包括

的なインパクトを評価する手法について議論し

たい．

3．公的支援の定量的評価のフレームワーク

　本章ではイノベーション活動に係る補助金を

取り上げて，その政策的な含意を評価するため

のフレームワークを提示する．本章は，企業の

イノベーション活動を捉える動学的モデルの構

築と構造推定・シミュレーションからなる．こ

のアプローチをとることで，現状の政策は補助

金がないケースと比べてどの程度の利益を企業

にもたらしているのか，補助金の配分方法を変

更することで利益がどの程度上昇するのか，と

いった定量的評価を行うことが可能となる．

　以下，3．1節で企業のイノベーション活動を

捉える動学的モデルを提示する．モデルは第2

章で概観した我が国のプロダクト・イノベーシ

ョンの特性を捉える形で構築する必要がある．

とりわけイノベーション活動に関する戦略的関

係と波及効果に焦点を合わせ，マルコフ完全均

衡を定義する。3．2節では構築したモデルに基

づいた構造推定・シミュレーション手続きにつ

いて整理する．

3．1　モデル

　本節では企業のイノベーション活動を説明す

るための動学モデルを提示

する．まず，モデルにおけ

るゲームのタイミングを議

論し，状態変数とその推移

について概観する．その後，

既存企業および参入企業の

意思決定の特定化と均衡概

念について説明する．

　　　　　　　　　3，1．1モデルの概要

　　　　　　　　　　本論文では，企業のイノ

　大規模　　　　　ベーション活動における戦

　　　　　　　　　素性と波及効果を捉えるた

　　　　　　　　　めに，Ericson　and　Pakes

（1995）やDoraszelski　and　Satterthwaite（2010）

で提示されている動学的競争モデルを用いる．

　独立的な市場窺（〃2＝L…酒4）において’期

にη伽社の既存企業が活動を行なっていると

する．簡単化のため，企業は市場ごとに独立に

行動するものと仮定する（以下では特に断らな

い限り，市場に関するサブスクリプト〃～を省

略する）．各市場は全ての企業にとって観察可

能な状態変数である∫，によって特徴づけられ

るとする．∫，には市場における既存企業の数〃，

とイノベーションの実現状況を捉えるベクトル

∫，が含まれる．ベクトルムは既存企業ゴのイノ

ベーション実現有無を表す2値変数∫f，，から構

成されるll）．

　既存企業は’期においてε，を所与として，退

出とイノベーション活動に関する意思を決定す

る．最初に，既存企業は自らの公的財政支援の

有無と清算価値についての情報を得る．これら

は私的情報であり，競合他社の財政支援と清算

価値については知らないものとする．企業ガの

財政支援の有無は2値変数3ぬ，，，清算価値は

σ、εμで表す．清算価値は’期に企業ゴが市場

から退出した場合の利得であるのに対し，財政

支援の有無は退出しない場合の利得に影響する．

以上の情報をもとにして，各既存企業は’期に

市場に留まるか退出するかの意思決定を行う．

なお退出の有無は2値変数κ，，，である．

　市場にとどまることを選択した場合，企業ガ
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は利潤πゴ（3，）を得る．次に，市場にとどまった

企：業はイノベーションコストC（∫κろ1）十

σ。（∫ぬ）晦を観察するものとする．イノベー

ションコストとはイノベーション活動を実施す

る際に発生する費用であり，私的情報と仮定す

る12｝．公的財政支援を受けている企業はイノベ

ーション活動に要するコストの自己負担分が小

さいと考えられるため，以下では財政支援の有

無によってイノベーションコストが従う分布が

異なることを許容する．これらの情報をもとに

して，各既存企業は’期においてイノベーショ

ン活動を行うかどうかの意思決定を行うものと

する．なおイノベーション活動の有無は2値変

数砺で表し，イノベーション活動がプロダク

ト・イノベーションの実現に繋がるまで1期目

かると仮定する．以下ではモデル上での1期を

3年とする13）．’期におけるイノベーション活

動砺は確率的に次期のイノベーション実現
∫f，，＋1を規定し，オ＋1期の利潤に影響を与える．

各企業は次期以降の利得上昇分とイノベーショ

ンコストを比較考量し，イノベーション活動の

有無を決定することとなる．

　以上で挙げた私的情報に関する変数（∫ぬ，，，

ε歪，，，レのについては，互いに独立に各期に決定

されると仮定する．この仮定によって各々の企

業は，競合他社がとった過去の行動から私的情

報を推測することはせず，考慮すべき状態変数

が一定数に保たれるメリットがある．また，公

的な財政支援の有無∫如μについては，その支

援を付与する確率が観察可能な状態変数sF

（勉∫∂に依存すると仮定し，公的支援の有無

を一定程度内生化する試みを行った．

　潜在的な参入企業については以下のようにモ

デルとして明示的に取り込むこととする．潜在

的な参入企業は同質的であり，毎期確率的に変

動する参入コストαを負担して市場に参入す

るものとする．各潜在的参入企業は参入後に得

られる期待利得と参入コストを比較して，次の

期に既存企業になるかどうかを判断する．’期

において実際に参入する企業の数を6，で表す．

また，参入時点において企業はイノベーション

活動を行わないこととする．市場における全て

　　イノベーション　　　　　　　　　　　247

の既存企業と潜在的参入企業は，他企業の意思

決定を観察することなく意思決定を行う．以上

をまとめると，’期におけるゲームのタイミン

グは以下のようになる．

1

2

3

4

各既存企業が私的情報である財政支援の有

無∫z‘伽と清算価値σ，ε㍑を観察する．既

存企業は市場から退出するかどうかを決定

し，退出した場合には清算価値を受け取る．

退出しなかった既存企業は利潤πf（∫，）を受

け取った後，私的情報であるイノベーショ

ンコストC（∫ぬ）＋σレ（∫ぬル，，，を観察す

る．これを踏まえて，既存企業はイノベー

ション活動を行うかどうかを決定する．

潜在的参入企業が参入コストαを観察し，

市場に参入するかどうかを決定する．

参入が起こる．また，什1期目イノベー

ション実現の有無が決まる．既存企業につ

いては’期のイノベーション活動に応じて

イノベーション実現は確率的に決定され，

’期に新しく参入した企業については∫歪，，＋、

＝0となる．

3．1．2　既存企業の意思決定

　企業ガの利潤π1（∫，）を次のように書く．

　　　　πf（∫∂＝π（η，，∫鋼∫＿ゴ，，1θπ），　　　（1）

ただし，θ。は利潤関数を規定する構造パラメ

ータであり，推定の対象である．2値変数∫‘，，

を除いて企業の利潤関数は対称的である．∫謝

はオ期にプロダクト・イノベーションを実現し

た競合他社数を表しており（つまり，∫瑠≡

Σ倒乃，，），この変数が利潤に与える影響はプロ

ダクト・イノベーションにおける波及効果に対

応している．23期目結果を考慮すると，この

変数は利潤にポジティブな影響を与えている可

能性が高い．また，市場における全ての既存企

業数η，について，プロダクト・イノベーショ

ンを実現した競合他社数は既に∫．μでコント

ロールされていることから，筋が利潤に与え

る影響はイノベーションを実現していない競合

他社による影響と解釈できる．

　イノベーション活動4μは次期のプロダク

ト．イノベーション∫魁、に影響を与える。よ
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り具体的には，企業肋好期にイノベーション

活動を実施した場合に限り，ム，＋1は確率的に1

をとる．

　Pr（∫1，什1＝11φ，，）

一｛『（1rぽ，，＋1＝1101ゴ，‘＝！）1｛1：：：＝1：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　以上の議論を踏まえると，退出しない場合の

既存企業にとって期待価値は，（規∫島瓦，，，

∫ぬのを所与として次のように書ける．

　uc（η，，∫ゴ，，，∫＿ゴ，ち∫z4ろゴ，，）

　　＝Eレ［max的，，｛o，1｝π（η，，∫ゴ，，，∫＿ゴ，，1θπ）

　　　一φ，，＊（C（3z4畠，，）十σレ（∫zご∂f，，）レゴ，，）　　　（3）

　　　＋βE［Uσ（η田，ム、＋、，∫．ゴ、，＋、，∫ぬ，，．、）

　　　　　　1η，」ゴ，，，∫．晶φ川，

ただし，E。［・］はイノベーションコストを規定

するショック項ンμに関する期待値オペレータ

ーである．C（∫π∂‘）はイノベーションコストの

位置パラメータ，σ、（∫％ろゴ）は尺度パラメータに

対応し，財政支援の有無によって異なる．計算

上の制約によって，晦は標準ロジスティック

分布に従うこととする．なお，各企業は将来の

利得は共通の割引率βで割り引かれる．

　下期の期首における既存企業の期待価値を

7（η，，∫晶∫一島5ぬ，，）で表す．二期，既存企業

は退出を行うかどうかの意思決定を行い，その

期待価値は次のように表されるものとする．

　γ（η，，ん，∫一ゴ，，，∫ぬの

　　一E、［max、、、、、。，1，（1一乃，，）＊

　　　レ「c（π，，∫ゴ，，，∫＿ゴ，，，∫z4ろf，，）十二とf，，＊σεε彦，，］，　（4）

ただし，E，［・］は清算価値を規定するショック

項εけに関する期待値オペレーターである．σ、

は清算価値の尺度パラメータに対応している．

計算上の制約から，εμは標準ロジスティック

分布に従うとする．この仮定は清算価値の平均

をゼロに基準化することにより，各パラメータ

の位置をデータから識別することを可能として

いる．

3．1．3　潜在的参入企業の意思決定

　各市場において，同質な潜在的参入企業が可

算無限に存在すると仮定する。確率的に決定さ

れる参入コストを所与として，各潜在的参入企

業は各期において市場に参入するか否かを決定

する．ただし，潜在的な参入企業が得ることが

できる市場の情報はη，のみと仮定する14）．潜

在的参入企業は参入時点においてイノベーショ

ン活動を行わないため，参入を決定した企業は

次期にム，＋1＝0の既存企業となる。

　参入企業数を召，とすると，’期に参入するこ

とによる期待価値はβE［U（ηオ＋1，0，∫一歪，，＋1）1η，，

6，］と書ける．また潜在的参入企業はこの期待

価値が参入コストを上回っている限り市場に参

入するものとする．この時，次の自由参入条件

が成立する．

βE［γ（η，＋1，0，∫＿f，什1，∫z4∂ゴ，，＋1）1ηち6，＝6＋1］

　＜Cf＜βE［17「（η，＋1，0，　Z＿ゴ，，＋1，

　　　　　　　∫ぬ，8＋1）隔，6，＝6］

　　　　　　　　　　　　　　　ifθf＞0，
βE［γ（π，＋、，0ノーゴ，，＋、，∫ぬ，，＋1）1筋，6，＝・1］

　〈　C7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ifθ，＝　0．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

αは毎期独立に切断（トランケイティット）

正規分布刀V（μ。，σ。）から決定されるとした．

この分布を仮定することで参入コストが負値を

とることがなくなるメリットがある．

3．1．4　均衡

　Maskin　and　Tirole（1988，2001）に従い，モデ

ルの均衡としてマルコフ完全ナッシュ均衡

（MPNE）を想定する．以下では必要のない限

り時期のサブスクリプト’を省略する．また，

本論文では純粋戦略均衡のみに絞って議論を行

う．Doraszelski　and　Satterthwaite（2010）は本

論文と似た動学的寡占市場モデルにおいて，純

粋戦略均衡が存在することを示した．さらに，

全ての市場で共通の均衡が実現すると仮定する．

　MPNEは既存企業の政策関数過≡｛．4x，．44｝

と（5）式の自由参入条件で特徴付けられる．既

存企業の政策関数は状態変数から意思決定への

マッピングで表現される．

　　　　耳x：（η，∫ゴ」略3ぬ，εf）→為

　　　　ん：（π，ゐ」一ゴ，3ぬ，レ，）→島．　　（6）

　2．3．1項で確認したように，競合他社がイノ
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ペーションを実現したか否かによって企業の意

志決定は影響される．ただし，推定上の都合に

より，既存企業の政策関数に対して関数型を制

約する必要がある．推定に用いるデータが，競

合他社のイノベーション実現に関して2値の情

報しか有していないため，∫．ゴに応じて2値変

数を割り当てる必要がある．ここでは∫．∫が閾

値1（κ）を超えた場合に1をとる指示関数
△（η，∫．∂を定義する．

　　　・（四一脇躍（〃）

　ベースラインとして，

する．

　　　1（η）＝F尻。（1一ρ；η一1，カ），

（7）

閾値は次のように設定

（8）

ただし，ρ＝Pr（∫ゴー11η）であり，　F最。（認；

％一1，ヵ）は（η一1，ρ）をパラメータとする2項

分布に対応した累積確率密度の逆関数である．

この設定のもとで，Pr（△（η，五∂＝1防）＝

Pr（乃・一11η）が成立する．これは△（η，∫一∂＝1

の確率と競合他社がイノベーションを実現する

確率が等しいことを意味している．以上より，

（6）式の政策関数は以下の4≡し4x，、44｝で書き

直せる．

　　ん：（η，∫ゴ，△（7z，∫＿ゴ），∫％ろゴ，εξ）→乃，

　　ノ44：（η，ム，△（72，∫＿ご），3κろゴ，坊）　一》orご．　　（9）

　　一（1一∫ξ）＊（α。＋α互η＋α12η2＋α、∫一f）

　　　一ト1『∫＊（γ0十γ1η十γ12η2十γ2Z＿∂

（C）　π（η，∫ゴ，∫＿ゴ1θπ）

　　一（1一∫で）＊（α。＋α、η＋α2∫一ゴ＋α3η∫．∂

　　　十∫で＊（γ0十γ1η十γ2∫＿ゴ十γ3η1『＿ゴ），

（d）　π（η，∫あ∫＿歪1θπ）
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　一（1一ム）＊（α。＋α1η＋α、2η2＋α、∫．汁α3η∫一∂

　　　十∫ゴ＊（γ0十γ1η十γ12η2－1一γ2ノ『＿ゴ十γ3η1＿ゴ）．

関数型によって定性的・定量的ともに目立った

影響を受けていないことを確認する必要がある．

以下では説明の都合上（a）に注目して議論を進

める．

　（C，σ。）をデータから直接導出すると，推定

する必要がある残りの構造パラメータは，既存

企業に関するパラメータθ≡（α0，α1，α2，γ0，

γ、，γ2，σ、）と参入コストに関するパラメータ

θ。≡（μ、，σ、）である．既存企業に関係するパラ

メータであるθはBalari，　Benkard　and　Levin

（2007，BBL）の手法で推定し，参入コストのパ

ラメータθθについてはBerry　and　Waldfogel

（1999）と同様，最尤法で推定する．

　以下，3．21項でBBLに基づくθの推定，

3．2．2項で最尤法に基づくθ、の推定について説

明する．最後に，3．2．3項で，シミュレーショ

ンに基づいた補助金の影響の評価について記述

する．

3．2構造推定とシミュレーション

　前節で提示した動学モデルを規定するパラメ

ータを推定した後，シミュレーションによって

補助金の影響を定量的に評価する．まず，構造

パラメータ（θ。，σ，，C，σ。，μ、，σ、）の推定について

議論する．

　推定を行う際に，既存企業の利潤π（規∫で，，，

∫一訓θ。）を特定化する必要がある．どの関数型

が望ましいかは事前に判定できないことから，

ここでは以下の4つの関数型について推定を行
う．

（a）　π（π，∫歪，∫＿ゴ1θπ）

　　一（1一∫ξ）＊（α。＋α、η＋α、∫．f）

　　　十ノーゴ＊（γ0一十一γ1π→一γ21’＿ゴ），

（b）　π（ηJl，∫＿fiθπ）

3．2．l　BBLに基づくθの推定

　BBLに基づくアプローチは，以下の2つの

段階に分けることができる．第1段階では，デ

ータ上観察される既存企業の行動と状態変数と

を対応させることによって，退出とイノベーシ

ョン活動に関する政策関数（9）式を導出する．

政策関数の導出はHotz　and　Miller（1993）にな

らって，条件付選択確率を変形して行う．合わ

せてデータ上観察される状態変数の推移もこの

段階で推定する．第2段階では，第1段階で推

定された政策関数が最適となるようなθを求

める．その際，前方シミュレーションの手法に

よって既存企業の価値関数を評価する．
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3．2．2参入コストパラメータの推定

　参入コストのパラメータθ、はBerry　and

Waldfogel（1999）と同様の手法で推定する．（5）

式の自由参入条件から以下が成立する．
Pr｛βE［レ（η，＋、，0，∫＿ゴ，，＋1，∫πあ，，＋、）1η，，④

　　＝6＋！］＜α
　　〈βE旧／（〃f＋1，0，∫＿ゴ，，＋、，∫zのゴ，，＋1）1ηf，召，

　　　　＝召n＝Pr（6，＝61η）　　　if〔2，＞0，

　Pr｛βE［τ／（η汁1，0，∫＿f，，＋1，∫z6ろゴ，什1）i規〔2，＝1］

　　＜C戸｝＝Pr（6，＝olη）　　　ifθ，＝0．

　αは切断正規分布に従うものとし，このパ

ラメータを最尤法によって推定する．

3．2．3　シミュレーションによる補助金の定量

　　　的評価

　シミュレーションを用いた分析によって，適

切な補助金のあり方について評価する．現状の

補助金が適切に行われているか否かを評価した

後，補助金の配分をどのように見直せばよいか

を考察する。

　現状の評価については，現状の補助金の下で

の企業行動と補助金が全くないという仮想的な

ケースの下での企業行動をシミュレートする．

2つのケースの均衡での企業行動を比較するこ

とで，イノベーション活動に対する財政支援の

評価を定量的に行うことが可能となる．定量的

な評価軸としては，企業の利潤，イノベーショ

ンの実現割合，「余分な」補助金に着目する．

企業の利潤からは財政支援が供給側に与える影

響を評価できる．しかしながら，イノベーショ

ンによって影響を受けるのは供給側に限られな

い．新製品や新サービスが市場に投入されれば，

消費者もそこから便益を得ることができる／5）．

この点を踏まえ，企業の利潤だけでなく，プロ

ダクト・イノベーションの実現割合にも着目し

たい．「余分な」補助金とは，財政支援がなく

ともイノベーション活動を行う企業に割り当て

られた補助金と定義する．財政支援がなくとも

イノベーション活動を行う企業に多くの補助金

が配分されていた場合には見直しの余地が存在

する．

　現状の補助金について定量的評価を行った後，

研　　究

関心の対象となるのは，補助金の配分方法を変

更することによってより望ましい状況が実現す

るか否かである．財政支援がなくともイノベー

ション活動を行う企業に多くの補助金が配分さ

れていた場合，そうした余分な補助金を別の企

業に再配分することによって，イノベーション

の実現割合を高められる可能性がある．

　このような分析を行うために，次の2段階の

手続きが考えられる．まず，どのような特性を

持った企業が補助金なしでイノベーション活動

を実施しているかを推定する．仮に特定の特性

を持った企業が補助金なしでイノベーション活

動を積極的に行っている場合，同様の特性を持

った企業への補助金配分を他の企業に移転すれ

ば，補助金の総額を一定としたままで，より高

い政策アウトカムを実現できる可能性がある．

分析の第1段階の目的は，このような企業特性

の候補を見つける点にある．分析の第2段階で

は，第1段階で挙げた候補に応じて補助金の配

分方法を見直す．見直された配分方法の基でシ

ミュレーションを行うことによって，新しい配

分方法の効果を定量的に評価する．

4．結論

　本論文では，我が国における民間部門のプロ

ダクト・イノベーションの特徴を概観した後，

その特徴を捉える動学的なモデルを構築し，イ

ノベーション活動への補助金の影響を定量的に

評価するためのフレームワークを提示した．イ

ノベーション調査の結果からは次の3点が明ら

かになった，第1に，画期性のあるプロダク

ト・イノベーションと売上高との間には相関が

ある．この結果は，市場にとって新しいイノベ

ーションが経済的に大きいインパクトを与える

ことを示唆する．第2に，画期性のあるプロダ

クト・イノベーションは技術的な波及効果を内

在している．そして，この波及効果を通じて，

高い付加価値を生み出す新製品やサービスが誕

生していることが示唆される．また，景気の良

い時期について，企業は競合他社のプロダク

ト・イノベーションに対して積極的なイノベー

ション活動で反応しており，波及効果の存在と
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整合的な結果が得られている．第3に，中・大

規模に属する企業については，公的助成の有無

と画期性を有したプロダクト・イノベーション

の多寡との間に統計的な関係が見られる．

　さらに，本論文では，特に公的な補助金の役

割に着目し，補助金の影響を定量的に評価する

ため，動学モデルの構築と構造推定・シミュレ

ーションを通じたフレームワークを提示した．

このモデルにおいて，企業のイノベーション活

動における戦略的関係と波及効果に焦点を合わ

せ，マルコフ完全均衡を定義した．最後に，モ

デルに基づいた構造推定とシミュレーションの

手続きについて整理した．

　今後の課題としては，実際に構造推定とシミ

ュレーションを行うことによって，望ましい公

的助成のあり方について議論することが挙げら

れる．特に，現状の補助金が効率的に配分され

ているかどうか，非効率性が見られるとしたら

どのよづに配分方法を見直すべきか，という点

に関心がある．

　イノベーション競争がグローバルに展開され

ている中で，わが国の限られたリソースをいか

に有効に活用しつつ民間企業のイノベーション

活動を支えていくか，個票データを用いたさら

なる研究の蓄積が望まれる．

　　（東京大学大学院経済学研究科大学院生，学術
　振興会特別研究員DC・東京大学大学院経済学
　研究科）

以上の企業を「大規模」としている．

　7）　口内の「市場新規性」とは本論文における画期

性のことである．以ドの図でも同様．

　8）　なお中央値より大きいか小さいかによって企業

を分類している．

　9）　問27は，景気が良い時期と悪い時期について

別々に質問している．質問項目は「仮に貴社と同規模

の競合他社（ない場合は最も重要な競合他社）がプロダ

クト・イノベーションを実現したことを知った場合，

貴社はイノベーションのプロジェクトを立ちしげます

か」，「仮に貴社と同規模の競合他社（ない場合は最も

重要な競合他社）がプロダクト・イノベーションを実

現したことを知った場合，貴社は研究開発費を増額し

ますか1，「仮に貴社と同規模の競合他者（ない場合は

最も重要な競合他社）がプロダクト・イノベーション

を実現したことを知った場合，貴社は研究開発費を減

額しますか」というものである．

　10）西川・五十川・大橋（2010）では，画期性のあ

るプロダクト・イノベーションの実現に重要な役割を

果たす高等教育機関からの情報や特許情報へのアクセ

スが小規模企業で低調である点を確認した．資金面以

外の隆路が問題となっているため、公的助成が画期性

のあるイノベーションに繋がっていない可能性がある，

　lD　特に画期性のあるイノベーションの夫現に焦
点を合わせる．

　12）　こうした定式化をした最近の研究としては例

えばHashmi　and　Biesebroeck（2010）が挙げられる．

　13）　藤本・安本〔1998）は我が国における製品の開

発から市場投入までの平均期間を41．03ヶ月と推定し

ている．

　14）　：二の仮定は参入コストを規定するパラメータ

を識別するために必要なものだが，既存企業と潜在的

参入企業の問の情報非対称性を捉えているとの解釈も

．・・∫能である．また，この仮定がなかった場合でも，θ．

など他の構造パラメータについて問題なく推定できる．

　！5〕新製品の導入による消費者余剰はPetrin
（2002）など需要推定の先行研究で分析されている．
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